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この傷ついた人の隣人はだれか 
≪ルカ福音書10：25～37≫ 

 

●金 性 済（キム・ソンジェ／日本キリスト教協議会総幹事） 

 

６月９日、「難民・移民キリスト者フォーラム 2023 in 広島」が 

日本基督教団広島流川教会で開催された。本稿は、開会礼拝のメッセージ原稿です。 

 

 一昨年（2021年）3月6日、ウィシュマ・サンダ

マリさんの無惨な死に象徴される、日本の入管体制

がさらに非人道的な仕組みへと法が改悪化されてし

まう法案が、本日の参議院本会議で可決されてしま

うという結果となりました。また本年9月には、関

東大震災朝鮮人虐殺 100 年を、数カ月後に私たち

は迎えようとしています。 

 今この時間、主イエスの御言葉に向き合い、自分

はどこに立ち、何が問われ、そしてどこへと導かれ

ようとしているか、静かに祈り思いめぐらす時間を、

私たちは分かち合いたく思います。 

「隣人愛」 理解の中心軸を問い直す 

「よきサマリア人」 

 与えられた聖書の言葉は、私たちのよく知る「よ

きサマリア人」の話です。エリコ街道である人が強

盗に襲われ、半殺しの目にあって倒れているのに、

そこを通りかかった、おそらくけが人とは同胞であ

るはずの祭司もレビ人も助けることなく、通り過ぎ

て行ったのに、ひとりのサマリア人はその傷ついた

人を最後まで手厚く介抱して助けた、という私たち

が教会学校生徒の時代から聞かされ、愛し親しんで

きたお話です。 

 私はこの時間、このお話の二つの点に注目してみ

たいのです。 

 第一に、このお話の中で、民族的アイデンティテ

ィがあらわに示されているのは、サマリア人だけで

す。なぜか。それは、イエスによるこの話の聞き手

は、この聖書の初めにイエスに問いかけた律法の専

門家をはじめ、聞く人びとがユダヤ人であることが

前提にされていたからです。これは何を意味するの

でしょうか。イエスによる「よきサマリア人」の話

とは、「それでは私の隣人とはだれですか」と問いか

けた人をはじめ、当時のユダヤ人たちを愕然させる

一撃のような話であったということです。なぜなら、

紀元前 926 年、ソロモン王没後、統一イスラエル

は南北に分裂し、しかも BC722 年に北イスラエ

ル・サマリアを陥落させたアッシリア帝国がサマリ

アに対してとった政策が中流以上の人びとのアッシ

リア帝国内の他地域への強制移住と、バビロニア地

方など他地域の人びとを強制的にサマリアに移住さ

せ、サマリアを社会的に雑種状態にしてしまうこと

だったからです（列王記下 17：23以下）。その時以

来、南側のユダヤ人はサマリア地方の人びとはもは

や神の民イスラエルではなく、血の汚れた民、つま

り差別と蔑視、さらに敵意の対象としてのサマリア

人とみなされるようになり、そのサマリア認識の歴

史はその後 700 年間、イエスの時代にまでユダヤ

人の間で続いてきたのです。 
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 第二に注目したい点は、この「よきサマリア人」

の話（30～35節）を前後から挟む、イエスと律法の

専門家との二つの対話の部分の鮮やかな対照性につ

いてです。この二つの対照的な対話にこそ、聖書が

すべての人びとに問いかける福音の核心が秘められ

ています。 

 その前半部分25節から29節で、律法の専門家

が引用した「自分自身のようにあなたの隣人を愛し

なさい」は、旧約聖書レビ記19：18からの引用で

す。その古くから伝わる言葉に基づいて、律法の専

門家は「私の隣人とはだれか」とイエスに問いかけ

ました。そう問いかけた律法の専門家の世界観とは、

「私」を中心軸に置いた同胞という同心円の世界を

思い描きながら、自分自身のように愛すべき対象と

しての「隣人」を探しているのです。 

 それに対して、イエスは「よきサマリア人」の話

をもってそのように問いかけた人の心と世界観に一

撃を返したのです。そして後半の対話部分（36～37

節）において、愛の行動が求められるべき世界観の

中心軸を、「私」ではなく、「傷ついた人」に置かれ

ました。つまり、「この傷ついた人の隣人とはだれだ

ったか」と問うイエスの問いかけとは、中心として

の「私」が愛し助ける他者、対象としての隣人では

なく、不条理の苦難の中で苦しむいのちの前に立た

され、見ないふりをせず愛の行動の決断を迫られる

主体としての「隣人」の生き方に人を招き入れる福

音であるのです。そのような不条理に苦しむいのち

に愛の行動をもって向き合おうとする「隣人」とい

うアイデンティティに生きることへの決断が、律法

の専門家に、そして聖書の言葉に出会う私たちすべ

ての者に、イエスによって求められているのです。

この問いかけには、人が隣人愛といいながら、じつ

は自分を中心軸に置きながら、隣人愛の対象を自分

が選び、また自分の好みと価値基準で序列を付けな

がら広げる隣人愛の同心円的世界観を打ち砕いてし

まうほどの威力を秘めています。 

「隣人愛」 をオフにする植民地主義 

 私は「よきサマリア人」の話におけるイエスのこ

の核心的な問いかけを考えるたびに思い起こす歴史

があります。1919年２月、日本政府は牧野伸顕を、

当時フランス・パリでおこなわれていた、第一次大

戦の戦後処理をおこなうベルサイユ講和会議に全権

大使として送ったのです。その理由は、その講和条

約の条文の中に人種差別撤廃条項を挿入させたかっ

たからです。それは結局実現しませんでしたが、日

本政府は今でもそのことを自慢げに論じることがあ

ります。なぜ、日本政府はそのような努力を当時お

こなったのか。それは、当時米国に移民していた日

系人に対する排日運動が米国で広がっていたからで

す。そのことに心を痛めた日本政府は太平洋の彼方

の日本人同胞の苦しみに心痛め、そのような外交的

取り組みをしたのです。 

しかしながら、同じ1919年３月、日本は朝鮮半

島の人びとに対しては何をしていたのでしょうか。

日本軍は、1894 年以来、また韓国強制併合以降、

徹底的に朝鮮の独立を求める人びとを「朝鮮人暴徒」

として討伐と殲滅の対象として殺戮をおこなってい

ったのです。この弾圧を逃れ、朝鮮の北側の国境を

こえ、中国側の間島省に逃げ込んだ人びとを、間島

省の琿春に置かれていた日本領事館は、1916年頃

から「不逞鮮人」と呼ぶようになり、軍部にその所

在地情報を伝えるための行政用語として「不逞鮮人」

を慣用するようになりました。 

それが 1919 年の三・一独立運動の勃発を契機

に、日本の新聞報道は「不逞鮮人暴動」という見出

しでその事件を報道したために、「不逞鮮人」という

言葉が一斉に日本に広がったのです。京都大学の調

査では、1919年3月以前には、日本国内の新聞に

は「不逞鮮人」という言葉は掲載されなかったが、

3月以降新聞に頻発することになったという調査結

果を発表しています。この「不逞鮮人」に対する憎

悪、蔑視、恐怖心、そして敵意が4年後、ついに関

東大震災朝鮮人大虐殺へとつながっていくのです。 

 もう一度考えてみましょう。牧野伸顕を全権大使

としてパリに派遣した日本政府の世界観とは、「わが

同胞が米国において迫害されている」という皇国臣

民、日本人という自分を中心軸に据えた隣人愛に立

脚していたといえます。しかしながら、そのような

隣人愛は、当時強制的に植民地化された朝鮮半島の

人びとに対しては、日本政府のみならず、内地の日

本人のほとんどすべてがスチッチ・オフになるので

す。この同胞の隣人にはたらく隣人愛が「不逞鮮人」

と呼ばれた人びとに対して自然に、ですから誰にも

疑念を抱かれないままオフになる現実、したがって

そのような「不逞鮮人」は日本軍によって討伐・殲

滅されても仕方ないと、当時「大正デモクラシー」

という時代を生きていた内地日本人の容認と受容の

社会意識を、私は植民地主義の正体と考えます。 

「不逞鮮人」 の居場所 

 この植民地主義の闇について問い直そうとした文



3 

 

学作品があります。それは、1923年9月の関東大

震災のちょうど１年前に、プロレタリア文学者、中

西伊之助が雑誌『改造』に発表した『不逞鮮人』と

いう作品です。中西はこの作品の中で、自分を世界

主義者、碓井栄策に重ねて登場させます。そして、

栄策は通訳者を連れて、「不逞鮮人」とはどんな奴か

を確かめるために朝鮮に渡り、「不逞鮮人」の首魁と

いわれる人物の住む家に案内されます。家から出て

きたのは、日本語のできる男で、穏やかに栄策を受

け入れたその人は、なんと三・一運動の時に惨殺さ

れた自分の娘の血に汚れたチマ・チョゴリを見せな

がら栄策の前でむせび泣くのです。その晩、部屋で

寝ていると、扉を開ける音に目を覚ました栄策はそ

の男が自分を復讐のために殺しに来たと布団の中で

震えるのです。たまらず部屋を飛び出し、家の外に

出た時に聴いた音を、自分を襲撃に来る村人の声と

勘違いすると、通訳者がそれは梟の鳴き声だと指摘

するのです。すると、家の中から、主人が出て来て、

「便所がどこかわかりませんか」と栄策に声をかけ

るのです。その時、栄策はついにある思いにたどり

着きます。「不逞鮮人とはどこにいたのか‥‥それは

結局自分の心の中にいたのだ」と。そして、栄策が

日本民族の罪という思いをかみしめながら、小説は

終わります。 

 この中西伊之助の問いかけも虚しく、「不逞鮮人」

という火薬的表象は、その１年後に東京・関東地方

に大虐殺として爆発するのです。あれから 100 年

が過ぎた今、「不逞鮮人」という言葉が明然と社会や

メディアに躍りだすことがないとしても、その表象

が秘めていた憎悪と差別と恐怖心、そして敵意の亡

霊は、戦後一貫して在日朝鮮人に向けられ、戦後と

さらに現在の日本入管体制を呪縛し突き動かしてい

るというほかありません。入管職員が何かを訴えよ

うとするひとりの被収容者の外国人を数人がかりで

取り押さえる際、「制圧！」と号令し、羽交い絞めに

するなどの暴力的な対応をする光景をビデオで見た

時、また、虫の息で「お医者さんを呼んで」と求め

るウィシュマさんの求めを無視する名古屋入管の対

応を見た時、私はそこにも“不逞”の亡霊が生き続

けているという思いが重なってしまうのです。 

戦後と現代日本を呪縛する 

「不逞鮮人」 の亡霊 

 大震災から 20 年余りも過ぎた 1944 年 1 月の

「治安状況に就て」という警察文書には、米軍機の

空襲によって起こされる大火災を、関東大震災時の

ように再び自分たちのせいにされ殺されるから保護

してくれと警察に保護を懇願することが幾つもあっ

たこと、また反対に日本人も「不逞鮮人」に襲われ

るからと、武器を準備し始める事態が記録されてい

ます。 

 21 世紀に入り、10 年が過ぎた 2020 年 8 月、

ここ広島の地で、NHK 広島が「ひろしまタイムラ

イン」差別ツイッター問題を起こしたことは、広島

の皆さんはよくご存じでしょう。その企画とは、歴

史に関する無関心が広がる若い世代に少しでも歴史

への関心を促そうとして、広島NHKは、1945年

当時中学生だった新井俊一郎さんの日記を借用して、

地域の高校生と協議しながら、もし 1945 年当時

にツイッターがあったなら、当時の中学生はどんな

光景をツイートするかを再現しようとしたのです。

そして、ツイート・メッセージを、誰もが見れるオ

ンラインに上げたのです。そのツイートの中で、在

日朝鮮人を戦慄させるメッセージ、「朝鮮人だ！大阪

駅で戦勝国となった朝鮮人の群衆が、列車に乗り込

んで来る！」など、怒りをもって朝鮮人が集団で自

分たち日本人を襲ってくる事態を思い描かせるよう

なツイートを、広島NHKはオンラインに上げてし

まったのです。 

在日朝鮮人をはじめ市民から抗議を受けた広島

NHK は、ほどなく曖昧な内容の謝罪文をホームペ

ージに発表しましたが、その後も相当長い間、その

ツイートを削除せずに置き、市民からの話し合い要

請には一切応じようとせずに今日に至っています。

広島NHKスタッフが高校生と共につくり上げたこ

のようなツイート・メッセージが歴史的にどのよう

な意味を持ち、在日朝鮮人の心にどれほどの衝撃を

与えることになるか、全く想像力がはたらかなかっ

たことの事例です。この問題を市民と共に問い直そ

うと一切せずに堅く門を閉ざした広島NHKの姿勢

とは、関東大震災朝鮮人虐殺の国家責任をまったく

考えず、不問に付し続ける日本政府の姿勢と通底し

ていると指摘することは、果たして考え過ぎでしょ

うか。 

 100年前の関東大震災虐殺事件と、今日の在日外

国人移住者のいのちを死に追いつめることさえいと

わない日本入管体制に共通することは、どちらも国

家責任であり、国家政策の非人道性であります。し

かし今一つの共通する、100年前と今を貫く問題が

あります。それは、このような国家の加害責任問題

に大多数の人びとの無知、無関心と黙認という民衆



4 

 

責任ではないでしょうか。その民衆責任と隣人愛と

の関係の問題を考えるならば、その隣人愛の内実と

は、これ以上真相究明したり証言を掘り起こせば、

町や村の“みんな”が苦しみ、傷つくという、かば

い合いによる不問という無責任の精神構造といえな

いでしょうか。 

「私の隣人とはだれですか」という、自分を中心

軸に置いた隣人愛理解に立つ問いを退け、「この傷つ

いた人の隣人とはだれか」と問い返されたイエスの

言葉の深い意味を、ここでも私たちは思い起こさな

ければなりません。イエスの問いかけとは、この何

千もの朝鮮人に対する大虐殺の歴史に、逃げること

も隠すこともなく向き合う隣人とはどこにいるか、

とも私たちの心に響くようにも思えます。 

 日本キリスト教協議会（NCC）という連盟組織の

戦前の前身的組織について尋ねられれば、日本基督

教連盟であると答えます。その発足とは、1923年

11 月なのです。つまり、関東大震災ジェノサイド

の起こった２カ月後です。あの９月、「不逞鮮人」亡

霊に取りつかれた自警団から逃げ惑う朝鮮人にとっ

て当時のキリスト教会とは何だったのだろうか問い

返しながら、今年9月3日の追悼集会の開催を、プ

ロテスタント教会とカトリック教会が準備しつつあ

ります。この準備の中でしばしば、私はカヤパの官

邸に引かれるイエスが振り返り、ペトロを見つめら

れたそのまなざしを黙想するのです。 

福音の一撃 

 私は「よきサマリア人」の話を「一撃」と呼びま

した。サマリア人が南側のユダヤ領であるエリコ街

道を通っていた時の心許なさ。いつ、自分が敵意と

差別をいだくユダヤ人から危害を加えられてもおか

しくない状況。しかし、瀕死の怪我人に出会った瞬

間、その怪我人がユダヤ人かサマリア人かは問題で

はなく、傷ついたいのちに心揺さぶられ助けずにお

れない、ユダヤ人である前に人が呼び覚まされる共

感の心、そしてそれに突き動かされ最善を尽くす姿

を、律法の専門家はイエスの口から「よきサマリア

人」の話を通して突きつけられ、心に思い描かざる

をえなかったはずです。 

そしてさらに次の問いに誘われるのです。自分が

サマリアの地で同じ状況に置かれたら、どうしてい

ただろうか。ユダヤ人とは、サマリア人とは何か。

自分たちの敵意とは、差別とは何だったのか。「汚れ

たサマリア人」とはどこにいたのか。それはサマリ

アの地にではなく、ユダヤ人である自分の心の中に

いたのでは。イエスの言葉によってこの律法の専門

家が心に受けた一撃とは、小説『不逞鮮人』の中の、

最後に「不逞鮮人」とは自分自身の中にいたことに

気づかされる碓井栄策が受けた一撃と繋がっている

のではないでしょうか。 

 あの小説の碓井栄策がたどり着いた気づきを反芻

し、ひとりのキリスト者として、またキリスト教会

の一員として自分という中心軸から隣人を見つめ向

き合おうとしている考え方、生き方に対して「この

傷ついた人の隣人とはだれか」と問いかけるイエス

のまなざしに照らされながら、ヘイトにもジェノサ

イドにも、またこのたびの入管体制改悪法の成立を

許してしまう私たちの社会の「内なる入管体制」、あ

るいは植民地主義に対しても、私たちが立ちはだか

れる宣教の道を主イエスに導かれ、その輪を広げて

行けますようにお祈りいたしましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年３月、政府は「出入国管理及び難民認定法」

（入管難民法）の改定案を国会に提出した。これは、

2021年に廃案となった「改悪案」をごく一部だけ

修正したものであり、全国の弁護士会や市民団体、

またマイノリティ宣教センター運営委員会や日本キ

リスト教協議会から反対声明が出されると共に、国

会前シットイン、全国各地での抗議デモ・スタンデ

ィングが続いた。 

 しかし５月９日、衆議院で可決され、本日６月９

日、参議院で可決・成立した。 

入管難民法の改悪に抗議し、 

難民・移民と共に生きる教会共同声明 
 

2023年６月９日 
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私たちは、外国人に対する悪意に満ちた「稀代の

悪法」成立に対して、怒りをもって抗議する。なぜ

なら、日本の難民認定制度は「保護すべき人」を保

護せず機能していない。本来ならば世界人権宣言お

よび難民条約に基づいて難民認定制度を抜本的に改

正し、日本がすでに加盟している国際人権諸条約に

沿って入管収容制度を改正すべきなのに、政府はそ

れをせずに、改悪法は「難民申請者」や、在留資格

を失った「無登録外国人」（非正規滞在者）を、さら

に窮地に追い込む立法だからである。 

◆「難民鎖国」日本 

改悪法ではまず第１に、認定率１％以下という現

在の難民認定制度を改善する条文が欠如している。

コロナ・パンデミックで世界の空港・海港が封鎖さ

れた 2020 年の、各国の難民認定数と認定率を比

較してみると、ドイツ 63,456 人（41.7％）、カナ

ダ19,596人（55.2％）、英国9,108人（47.6％）

となるのに、日本はわずか47人（0.5％）である。 

 このように日本の難民認定数と認定率が諸外国に

比べて極端に少ないことは、認定制度が法務省と出

入国在留管理庁（入管庁）によって恣意的に運用さ

れてきたからである。 

難民認定の１次審査では、入管庁の職員「難民調

査官」が申請者から事情聴取し、出身国に関する情

報などを参照した上で法務大臣が決定するが、その

事情聴取も、入管庁が持っている申請者の出身国情

報も、いかに粗雑なものであるかは、この間の難民

不認定処分取り消し訴訟で明らかになっている。 

また、１次審査で不認定とされた場合、申請者は

不服申し立てができ、２次審査では「難民審査参与

員」が３人一組で審査し、その意見書に基づいて法

務大臣が最終的に判断することになっている。参与

員 111 人のなかの一人は、2021 年の審査件数

6,741 件のうち 1,378 件、22 年 4,740 件のう

ち 1,231 件を担当し、その数は２次審査総件数の

２割を超える。また、もう一人の参与員は、参議院

法務委員会での参考人として「1日に書面審査をま

とめて50件処理した」「年1,000件以上を担当し

たこともある」と述べた。 

一方、「全国難民弁護団連絡会議」（全難連）が実

施した、参与員になっている弁護士への緊急アンケ

ートによれば、回答した10人の平均担当件数は年

間 36 件である。つまり、年に 1,000 件も、申請

者のヒヤリングも含めて厳格に審査することは、と

うてい不可能なのである。 

おそらく入管庁は、１次審査の不認定を追認しそ

うな参与員に、より多くのケースを割り当て、その

参与員は入管庁職員作成の文書を飛ばし読みをして

「不認定」を量産しているというのが実態なのであ

ろう。全難連の弁護士たちが指摘するように、「大半

の参与員は専門性に欠け、２次審査制度は機能して

いない」のである。このように入管庁が恣意的に、

そして一部の参与員によって乱雑に運用されてきた

制度では、認定率が１％以下となるのは必然である。 

しかし、それにしても、こうした難民認定制度の

もとで不認定とされた 99％の外国人にとって、こ

れはあまりにも不条理な「日本の現実」なのではな

いのか。 

政府は国連の人権機関の懸念と勧告に、真摯に耳

を傾けるべきである。 

「委員会は、低い難民認定率に関する報告に懸

念する」「締約国は国際基準に合致した包括的

な難民法を早急に採択すべきである」（自由権

規約委員会の総括所見：2022年 11月）。 

◆国際的原則からの逸脱 

「締約国は、難民を、いかなる方法によっても、

人種、宗教、国籍、もしくは特定の社会的集団

の構成員であること、または政治的意見のため

に、その生命または自由が脅威にさらされるお

それのある領域の国境へ追放し、または送還し

てはならない」（「難民条約」第 33条） 

 これはノン・ルフールマンの原則とされ、いかな

る外国人であっても難民申請中は強制送還されない

「送還停止効」とされている。そして国連の人権機

関は、日本政府に対して、この原則の重要性を繰り

返し強調して勧告してきた。 

ところが改悪法は、本国に送還されれば迫害を受

ける難民申請者に対して、３回目以降の難民申請を

認めず強制送還できるようにする。さらに、日本国

内で３年以上の拘禁刑に処された者や、広義のテロ

リズムや暴力、破壊活動等に関与し又は助長した可

能性が疑われる者に対して、１回目の難民申請中で

あっても強制送還できるようにする。 

この「送還停止効」の解除は、明らかに国際人権

法に違反するものである。国連人権理事会のもとに

選任された「移住者の人権に関する特別報告者」「恣

意的拘禁作業部会コミュニケーションに関する副議

長」「宗教または信条の自由に関する特別報告者」は

連名で、法案審議中の４月18日、日本政府に共同

書簡を提出した。そこでは詳細に問題点を挙げ、政
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府改定案は「国際人権基準を下回っている」として、

次のように厳しく指摘している。 

「ノン・ルフールマン原則は、国際的な人権法、

難民法、人道法、および慣習法の下で不可欠か

つ逸脱不可能な保護である。この原則は、（日本

も加盟している）拷問禁止条約の第３条、強制

失踪条約の第16条に明記されている。送還禁

止原則は、拷問およびその他の形態の不当な扱

いの禁止に固有の要素として絶対的であり、い

かなる例外や逸脱の対象にもならない」 

◆悪意に満ちた立法 

難民不認定とされた外国人や、日本で結婚し子ど

もが生まれ日本に生活基盤がある無登録外国人は、

退去強制命令が出て、「帰れと言われても帰れない」

のである。法務省はこのような人びとを“送還忌避

者”と呼び、その数は4,000人という。 

改悪法は、そのような人びとに対して、無期限の

収容を強いるだけでなく、さらに刑事罰を科すこと

によって、帰国を間接的に――実質的に強制する。

しかしこれは、「超過滞在」という行政法上の違反を

「刑法違反者」に仕立て上げ、いわば「犯罪者」を

量産することによって、「外国人＝犯罪人」とする偏

見と差別をさらに助長するものであり、悪意に満ち

た立法であると言わざるをえない。 

◆「仮放免」の子どもたち 

この“送還忌避者”4,000人の中には、日本で生

まれ日本の学校に通う「仮放免中」の子どもたち約

200人も含まれる。子どもたちは、生まれた時から

在留資格がなく、住民登録も健康保険もない。支援

者たちの尽力によって小学校、中学校、高校、大学

へと進学できても、就職の道がまったく閉ざされて

いる。この子どもたちの未来を奪っているのが現在

の入管難民法であり、改悪法は子どもたちの生存権

を奪うものである。 

日本は、子どもの権利条約に加入している以上、

在留状況に関わらず、すべての難民・移民の子ども

たちは、子ども第一に、優先して考慮しなければな

らない。子どもの権利条約に謳われているすべての

権利を、法律上も実質的にも享受できるようにしな

ければならない。国連の子どもの権利委員会が明確

に述べているように、「いかなる子どもに対する入管

収容も強制送還も、子どもの権利の侵害であり、子

どもの最善の利益の原則と相容れない」のである。 

それにも関わらず、改悪法には子どもの強制収容／

強制送還を禁止する規定が一切ない。 

◆司法審査なしの収容 

病死・自死が続く入管収容所 

「すべての者は、身体の自由および安全につい

ての権利を有する。……逮捕または抑留によっ

て自由を奪われた者は、裁判所がその抑留が合

法的であるかどうかを遅滞なく決定すること、

及びその抑留が合法的でない場合にはその釈

放を命ずることができるように、裁判所におい

て手続をとる権利を有する」（「自由権規約」第

９条１項、４項） 

このように国際人権法は、「身体の自由」を原則と

し、「収容」は例外であることを定め、締約国に対し

てこの原則を遵守し、原則からの逸脱は例外的な場

合に限るよう求めている。さらにそれは、締約国の

国民に限定されるものではなく、難民申請者、難民、

移民など締約国の領域にあるすべての者を対象とし

ている。 

しかし改悪法は、送還を拒否する／送還を拒否せ

ざるをえない難民申請者や無登録外国人に対して、

全件収容主義を維持し、収容するかどうかの「司法

チェック」をしない。収容、仮放免、新設の監理措

置の判断は、入管庁役人の自由裁量に任せる。つま

り、2021年３月、ウィシュマさんを死に追いやっ

た入管収容制度は何一つ改善されないのである。 

これもまた、国際人権法に明らかに違反する。「収

容を含むあらゆる形態の拘禁は、裁判官など司法当

局によって命じられ、承認されなければならない」

「収容は最後の手段であるべきで、合理性、必要性、

正当性、比例性の観点から正当化されない場合、入

管収容は恣意的拘禁となる」というのが国際人権基

準なのである。 

 さらに改悪法では、1997年から現在まで、全国

の入管収容施設で少なくとも21人の収容者が病死

や自死で生命が奪われているにもかかわらず、真相

究明も、根本的な改善策もとられていない。入管庁

も法務大臣も、2021年以降「常勤医師の確保など、

改革の効果が着実に表れてきている」と言うが、今

年1月、大阪入管局の収容施設で、常勤の医師が酒

に酔った状態で収容者を診察していたことが発覚し

た。しかし、その事実関係の確認も、懲戒処分もい

まだなされていない。 

◆75年前の世界人権宣言を想起する 

以上に見るように「改悪」入管難民法は、日本が

加盟している国際人権諸条約に違反するばかりか、

第二次世界大戦後、国際人権機関と諸外国が営々と
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積み上げてきた国際人権基準を破壊しようとするも

のである。 

今年12月、国連総会で「世界人権宣言」が採択

されてから75年を迎える。第二次世界大戦への痛

切な反省から 1948 年 12 月 10 日、国連が発し

た人権宣言の意義は、それまで人権問題が各国の国

内問題とされ内政不干渉とされてきたことに対して、

人権の普遍性を確認し、その国際的保障、国際的実

行の確保を図らなければならない、とする転換がな

されたことにある。そしてこの世界人権宣言の第

14条には、「すべて人は、迫害を免れるため、他国

に避難することを求め、かつ、避難する権利を有す

る」と明記されている。 

１．私たちは政府に対して、「改悪」入管難民法の実

施に断固として反対していく。 

２．私たちは国会に対して、国際人権諸条約に基づ

く難民保護法の制定と包括的な外国人／難民・移

民マイノリティ人権基本法の制定を求めていく。 

３．すでに「移民社会」となった日本の諸教会では、

いま多くの外国籍の教職者・信徒を迎えている。

私たちは教会において、とりわけ難民申請者や無

登録外国人、その一人一人の命と生活を支える市

民社会の働きに連帯し、具体的な取り組みを始め

ていくことを表明する。 

 

●呼びかけ● 外国人住民基本法の制定を求める全国キリスト教連絡協議会（外キ協） 

●賛  同● 外国人住民基本法の制定を求める北海道キリスト教連絡協議会（北海道外キ連）／外国人住民基本法の制定

を求める関東キリスト者連絡会（関東外キ連）／外国人住民基本法の制定を求める神奈川キリスト者連絡会（神奈川外キ連）

／外国人住民との共生をめざす中部キリスト教連絡協議会（中部外キ連）／外国人との共生をめざす関西キリスト教代表者

会議（関西代表者会議）／外国人との共生をめざす関西キリスト教連絡協議会（関西外キ連）／外国人住民との共生を実現す

る広島キリスト者連絡協議会（広島外キ連）／外国人住民との共生を実現する九州・山口キリスト者連絡協議会（九州・山口

外キ連）／マイノリティ宣教センター／日本キリスト教協議会役員会／NCC 在日外国人の人権委員会／NCC 都市農村宣教

(URM)委員会／東アジアの和解と平和委員会／NCC教育部／NCC女性委員会／名古屋キリスト教協議会／日本カトリック

難民移住移動者委員会／カトリック大阪大司教区社会活動センターシナピス／カトリック名古屋難民移住移動者委員会／大

阪聖ヨゼフ宣教修道女会本部修道院／大阪聖ヨゼフ宣教修道女会ベトレヘム修道院／聖心会札幌修道院／東京カノッサ修道

院／サレジアン・シスターズ／聖心会第五修道院／カトリック・サレジオ修道会／カトリック淳心会日本地区／聖心会あけ

の星修道院／聖心のウルスラ宣教女修道会／聖心の布教姉妹会／オブレート会／聖心会第二修道院／イエスのカリタス修道

女会宮崎修学志願院／ベリス・メルセス宣教修道女会第一修道院／聖心会小林修道院／純心聖母会／日本カトリック正義と

平和協議会／カトリック正義と平和広島協議会／イエズス会 社会司牧センター／オタワ愛徳修道女会東仙台修道院／マリ

アの御心子女会 茂原共同体／日本聖公会正義と平和委員会／日本聖公会人権問題担当者／日本聖公会中部教区社会宣教部

／日本聖公会中部教区聖ヨハネ教会／日本聖公会東京教区人権委員会／日本聖公会大阪教区宣教局／日本聖公会大阪教区宣

教局社会宣教・在日韓国朝鮮人宣教協働委員会／日本聖公会東京教区正義と平和協議会／日本 YWCA／広島 YWCA／神戸

YWCA／仙台YWCA／新潟YWCA／京都YWCA／平塚YWCA／湘南YWCA／函館YWCA／甲府YWCA／大阪YWCA

／静岡YWCA／在日大韓基督教会社会委員会／在日韓国基督教会館（KCC）／西南韓国キリスト教会館（西南KCC）／在

日韓国人問題研究所（RAIK）／日本キリスト教会人権委員会／日本キリスト教会横浜桐畑教会靖国神社問題委員会／日本キ

リスト教会北海道中会ヤスクニ・社会問題委員会／日本福音ルーテル教会社会委員会／日本バプテスト連盟日韓・在日連帯

特別委員会／日本バプテスト連盟靖国神社問題特別委員会／日本バプテスト連盟市川八幡キリスト教会／日本バプテスト連

盟姪浜バプテスト教会／日本バプテスト同盟駒込平和教会／日本バプテスト同盟寝屋川キリスト教会／日本バプテスト同盟

関東学院教会／日本バプテスト同盟日本バプテスト厚木教会／日本基督教団廿日市教会／日本キリスト教団名古屋堀川伝道

所／日本基督教団西中国教区宣教委員会社会部／日本基督教団広島東部教会／日本基督教団羽生の森教会／日本基督教団北

海教区平和部門委員会／日本基督教団新発寒教会／日本基督教団九州教区北九州地区ヤスクニ・人権委員会／日本基督教団

西片町教会／日本基督教団東北教区沖縄交流・合同問題特設委員会／日本基督教団会津若松教会／日本基督教団関東教区宣

教部委員会／日本基督教団竜ケ崎教会／日本キリスト教団林間つきみ野教会／日本基督教団城崎教会／日本基督教団豊岡教

会／日本基督教団なか伝道所／日本基督教団京都教区「教会と社会」特設委員会／日本基督教団京都教区宣教部／日本基督

教団神奈川教区社会委員会／日本基督教団三次教会／日本キリスト教団大島教会／日本キリスト教団周防教会／西中国キリ

スト教社会事業団亀の里アパートメントハウス／日本基督教団東中国教区社会委員会／日本基督教団東美教会／日本基督教

団室町教会／日本基督教団神奈川教区寿地区センター／日本基督教団隠岐教会／日本基督教団浦安教会／日本基督教団広島
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南部教会／公益財団法人 日本キリスト教婦人矯風会／新潟ヘルプの会／部落問題に取り組むキリスト教連帯会議／札幌キ

リスト教連合会在日韓国・朝鮮人との共生をめざす委員会／キリスト教事業所連帯合同労働組合／靖国・天皇制問題情報セ

ンター／「キリスト者・九条の会」北九州／信仰とセクシュアリティを考えるキリスト者の会（ECQA）／アトゥトゥミャ

ンマー支援／アトゥトゥミャンマー福岡／平和を実現するキリスト者ネット／ロクスひよりやま（下関労働教育センター）

／アムネスティ下関グループ／いのちの関門ネッツ／戦争をゆるさない東京キリスト者の会／全国キリスト教学校人権教育

研究協議会／キリスト友会東京月会社会平和委員会／京滋キリスト者平和の会           【７月３日現在】 

 

◇「難民・移民 なかまのいのちの緊急基金」お願い◇ 
 

６月９日、入管難民法の改悪案が国会で可決・成立しました。 

 私たち外キ協は、これに対して「入管難民法の改悪に抗議し、難民・移民と共に生きる教会共同声明」を

出して全国の教会に賛同を呼びかけ、現在まで126の教会・関係団体から賛同が得られました。 

私たちは今後、改悪法がいかに欺瞞にみちた悪法であるのか、その一つ一つを検証し、市民団体や弁護士団

体と連携して、日本社会および国際人権機関に訴えていきます。とくに国会に対しては、難民保護法の制定

と、入管収容制度を抜本的に改善する法改正を求めていきます。 

改悪法の施行は１年以内とされていますが、すでに法務省・入管庁は、“送還忌避者”に対して仮放免の延

長を認めず入管に収容。あるいは、これまでは「特定活動３カ月」「特定活動６カ月」の更新を認めてきた難

民申請者に対して「更新保留」にするなど、仮放免者や難民申請者に有形・無形の圧力を加えています。そ

の SOSの叫びが、シェルターや支援団体・個人、弁護士団体、教会に届いていて、事態は急を要します。 

私たちは、教会共同声明の最後に記したように、難民申請者や、在留資格を失った未登録の外国人、その

一人一人の命と生活を支える市民社会の働きに連帯し、次の取り組みを始めます。 

 

●アクション１ 

８月から１年間、全国の教会・キリスト教学校、キリスト者に、「難民・移民 なかまのいのちの緊急基

金」への献金を呼びかけていきます。 

 

●アクション２ 

全国から寄せられた献金を、11月から、教会関係団体や市民団体が運営するシェルター、あるいは難民

申請者らの支援をおこなっている団体・個人を通して送り、活用してもらいます。 

 

●アクション３ 

 支援団体・個人から寄せられた情報から、日本にいる難民申請者や未登録外国人の窮状を、広く各教会、

海外のパートナー諸教会、日本社会に伝えていくと共に、難民保護法の必要性を訴えていきます。 

 

2023年８月 25日   

       外国人住民基本法の制定を求める全国キリスト教連絡協議会（外キ協） 

≪連絡先≫〒169-0051 東京都新宿区西早稲田2-3-18 日本キリスト教会館52号室 ＲＡＩＫ内 

電話（03）3203-7575 FAX（03）3202-4977  

 ≪基金専用窓口≫ E-mail : nanminkikin@gmail.com 

 


